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 松原由美 上農正剛 赤木保吉
Ⅰ．研究の背景と目的
現在、 歳から歳までの保護者のいない児童、虐待された児童、その他の環境上養護が必要




























返送された回答済の調査票は 通（回収率 ）であった。そのうち未回答の多い 通を







































































































































































































































対 応 方 法 数













表  学習場所                 
   場 所 数
   学習室       
   居室 
   その他 
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表  学習場所                 
   場 所 数
   学習室       
   居室 
   その他 
































表  担任との意見交換の頻度       表  担任の虐待に関しての理解






























表  担任との意見交換の頻度       表  担任の虐待に関しての理解
























合  計 
さらに学習教材がなかったりという生活を送ってきた子どもたちに継続的な学習習慣を身につけ
させることは並大抵のことではないようである。学習時間を設定し、教材をそろえ、学習のため
に職員がそばについて宿題をこなすことで精一杯というのが実情のようである。厚生労働省の児
童養護運営指針が 年に定められてから、現場は生活の充実は勿論、学習に対して相当の労力
を注いでいる。しかし、現状の職員配置の中では十分な支援は出来ないのが現実のようである。
 児童養護施設の職員には、断勤により子どもたちが登校している時間帯が空き時間となる。施
設職員の人員配置に限度がある現状では、その断勤の時間を割いて下校の付き添いをしているよ
うである。また、子どもたちの授業参観や学校行事については休日返上で学校へ行き、子どもの
様子を見守っていた。人員の増員がない現状のままでは、職員に過度の負担（加重労働）が生じ、
施設にとって貴重な人材の離職問題にもなりかねない。また、学校教員や同級生の保護者に虐待
を受けた子どもの特質への理解を得るために、学校の役員や評議員になるなどの工夫をしながら
努力している施設も見受けられた。
アンケートの回答から、「虐待を受けたこどもや施設の子どもへの理解を深めて欲しい」という
意見が多く寄せられた。他にも、「『これくらいの年齢に応じた行動は出来て当たり前』といった
前提の上での指導が非常に多い」、「『子どもに即した支援は学校現場でもあって欲しい』と訴えて
も理解して頂けないことが多い」、また、「教員によって理解度に相違があるため指導がまちまち
で、子どもにとって決して良い状況とは言えない」、「『先生、怖い』『先生、嫌い』『学校、嫌い』
という子どもたちの言葉の意味を受け止めて欲しい」という意見もあった。学校の対応に対する
これらの意見、要望が示している課題の根底には、児童養護施設の子どもや虐待にあった子ども
に対する学校現場の教員の認識に大きな格差があることが一因していることは確かであろう。し
かし、おそらく、問題は一人一人の教員の認識の有様という個人的事柄だけではない。教員の加
配という人員配置、つまり、制度上の問題こそがより根本的な原因なのである。この大枠の問題
が検討されない限り、施設の子どもたちの現状を改善することは現実的に極めて困難である。
今回、児童養護施設のアンケートを実施し、施設職員の本音が理解できた。しかし、学校側は
どの様に感じ、具体的にどのような配慮をしながら学校教育を行っているかという疑問を持った。
さらに機会を得て、学校側の教員の意見も聴きながら、児童養護施設の子どもの学力の向上及び
社会への適応に関しての最善の方法について研究して行きたい。
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